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１．はじめに 

 

自動車利用者の増加に伴う地球環境問題や交通渋滞の

緩和を目的として、自発的な行動変容を促すモビリテ

ィ・マネジメントの導入が各所で進められている。中で

も、トラベル・フィードバック・プログラム（以下

TFP）は、個人が自らの交通行動を見直す機会を持つこ

とができるため、交通行動変容効果が高いといえる1）。 

現在まで各所で実施されたTFPを概観すると、自動車

利用による地球環境への影響や渋滞解消を行動変容実施

のための主要な動機付けとするケースがほとんどである。

自動車利用を控えることによる個人の健康への影響につ

いてもカロリー消費情報などを通じて情報提供がなされ

るケースはあったが2)3)、純粋に健康影響のみを動機付

けとしてTFPを実施したケースは存在しない。一方、わ

が国における人口高齢化に伴う健康意識の高まり4)や、

先進諸国における地域づくりそのものの中に健康の視点

を取り込もうとする昨今の流れ5)は顕著なものがある。

自動車利用より公共交通利用が歩行促進に効果があり、

健康増進に寄与するといった最新の研究成果に基づけば
6)、健康を促進したいという個人的な動機付けに働きか

ける歩行促進ＭＭは大きな可能性を秘めているといえる。 

以上のような背景のもとで、本研究では、健康のため

に日常生活の中で歩行量増加を促し、あわせて自動車依

存から脱却するための方策として個人の動機に直接働き

かける新しいＭＭのモデルを開発する。具体的には、一

般住民を対象とし、万歩計による起床時から就寝時に至

る詳細な歩行実態調査に基づくTFP(以下、本研究では健

康歩行量TFPと呼ぶ)を実施し、その歩行量増加への効果

を明らかにする。 
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２．健康歩行量TFPの概要 

  

調査に際し、調査対象者を健康歩行量TFPを実施した

グループ（TFP群）と実施しないグループ（制御群）の

２つに分類を行った。調査フロー及び各調査段階で配布

した資料を図１に示す。健康歩行量TFPは万歩計を常に

装着して実施するため被験者への負担が大きく、少しで

も負担を軽減して有効な調査とするため、念入りに予備

調査を実施している。 

 

（１）調査の流れ 

 a）モニターの募集と被験者の分類 

 2006年2月上旬に広島県福山市において一般住民を対

象にモニターを公募した。TFPの効果としての純粋な歩

行量変化を計測するため、歩行量増加のためのTFP調査

であることは意図的に伝えなかった。申し込みのあった

112人を個人属性に差が生じないよう、かつ第２回説明 
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図‐１ 健康歩行量ＴＦＰ調査フロー 
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会においてTFP群に伝える動機付け情報が制御群に伝わ

らないよう配慮しTFP群85人、制御群27人に振り分けた。 

 b）調査の進め方 

 １回目調査、２回目調査共に平日の２日間を対象とし

た。１回目調査の前には第１回説明会を開催し、調査方

法や、注意事項について説明を行った。１回目調査では、

日常生活における歩行量を万歩計により、交通行動・活

動内容ごとに計測した。その結果を基に歩行量増加のた

めの具体的なアドバイスを一人一人個別に作成（歩行量

診断カルテ）し、第２回説明会で返却を行った。 

第２回説明会では、TFP群に関して健康意識の動機付

け、歩行量増加のための行動プラン票の作成方法につい

ての説明を実施した。制御群に関しては、１回目の説明

会と同様に調査実施の際の注意点の説明を行った。行動

プラン票に関しては、２回目調査実施前に各自作成し、

送付していただくという形をとった。 

 最後に、TFP群には１回目、２回目調査の結果を比較

し、今後の歩行量増加のためのアドバイスを郵送した。

 被験者数は、１回目調査では107人であり、最後の２

回目調査まで101人の方に継続して協力をいただいた。 

 

（２）調査票と配布物の設計 

 a）歩行量実態調査 

 日常生活における活動内容と歩行量を合わせて調査す

るために、従来のPT調査の項目に加え、起床時から就寝

時まで万歩計を装着し、出発時や到着時、乗換え時にお

ける歩行量を調査した。生活の様々な場面で万歩計を確

認する必要があるため、調査票はコンパクトにしクリッ

プボードに挟み持ち運べる設計とした。 

 b）健康意識の動機付け資料 

 歩行量増加には、死亡率の低下や病気の予防4)、心の

健康7）などの効果が示されている。そこで、これらの情

報を示すと共に、先行研究6）で算出を行った活動内容と

１分当たりの単位時間歩行量を示すことで歩行量増加に

効果的な活動を認識させた。交通手段において単位時間

歩行量が大きい手段は徒歩（81歩/分）、次いで自転車

（53歩/分）、以下公共交通（16歩/分）、二輪車系（11

歩/分）、自動車系（7歩/分）となっていた。このよう

に、歩行量増加による健康維持への影響と、歩行量増加

のための生活アドバイス（外出頻度の増加、移動交通手

段の変容など）をまとめた資料を作成した。 

 c）歩行量診断カルテ 

 １回目調査の結果から、普段の生活内容と歩行量の関

係を一人ひとりにランキング形式で診断を行ったものが

歩行量診断カルテである。様々な場面における歩行量を

被験者全体の平均値と比較し現状を示した。また、１日

の行動を歩行量と共に振り返ることのできる図を作成し、

歩行量増加に効果的な活動を実施している場合は褒め、

行動変容への具体的なアドバイスを記入した。アドバイ

ス作成では、最寄のバス停や駅を併せて記入し、時刻表

の情報もフィードバックした。 

d）歩行量増加のための行動プラン票 

 実行意図の活性化のため、TFP群には行動を変えた際の

歩行量変化を紙面上でシミュレーションする作業を課した。

まず、歩行量の増加目標を記入してもらう。次に、歩行量

増加に効果の大きい通勤行動の見直し、通勤以外の移動手

段の見直し、外出頻度の増加といった流れで生活プランを

考えてもらった。行動内容を考えるだけでなく実際に歩行

変化量を算出出来る形式となっている点が特徴である。ま

た、行動プラン作成の際の参考資料として福山市のバス路

線図を併せて配布を行った。 

 

３．健康歩行量TFPの効果分析 

 

（１）歩行量増加効果への影響 

 a）歩行量変化の基礎分析 

 １回目・２回目調査をパネルとして比較するため、パ

ネルデータとして揃ったのみを効果分析の対象サンプル

とした（表１）。TFPの実施に伴う歩行量の増加量を
算出した結果、図２のようになった。１日の歩行量（総

歩行量）のうち、移動の際の歩行量を移動歩行量、それ

以外の歩行量を活動歩行量と定義し、比較した結果、以

下の事項が明らかとなった。 

１）TFP群では、総歩行量、活動歩行量、移動歩行量の

全てで２回目調査の歩行量が増加しており、健康歩行量

TFPが歩行量増加に対し効果があることが示された。 

２）制御群で基準化した総歩行量の変化は１回目調査に

比べ約1.3倍になっていた。また、活動歩行量による変

化率よりも移動歩行量による変化率が大きくなっており、

歩行量増加は移動歩行量の改善が大きいことが示された。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体 TFP群 制御群
78 61 17

男 40 31 9
女 38 30 8

１回目 136 106 30
２回目 135 104 31

分析対象者数

有効回
答日数

性別

表－１ 効果分析対象サンプル 
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 b）移動歩行量増加要因に関する分析 

 移動歩行量の増加要因に対して詳細な分析を行った結

果、TFP群のうち移動歩行量が増加していた被験者は48

人であり、約79％が増加していた。移動歩行量の増加要

因は図３、図４の結果から以下の通りである。 

１）私用目的でのトリップ増加による影響が最も大きい。

つまり、歩行量増加を促すことで買物や食事といった目

的での活動が促進されている。 

２）通勤・帰宅交通手段を変容する場合も多く、図４よ

り自動車系の交通手段が減少し、徒歩や公共交通といっ

た交通手段が増加している。このことから、歩行量増加

だけでなく自動車利用の削減効果も得られることが示さ

れた。 

 

（２）自動車利用時間削減効果への影響 

 次に、１日の移動及び通勤での移動における一人当た

り平均自動車利用時間を算出すると図５のような結果と

なった。この結果からTFP群の１日の移動において、自

動車利用時間は約８分減少しており、制御群で基準化す

ると約27％の削減となっていた。通勤においては約20％

の自動車利用時間の削減となっていた。居住者を対象と

した一般的なTFPにおける自動車行動変化割合の平均は

約12％であると言われており2）、健康歩行量TFPの効果

はそれに劣らないことが示された。 

 

４．個人属性や健康意識による歩行量増加効果への影響 

  

（１）事前歩行量による影響 

 １回目調査における総歩行量から被験者を３つのタイ

プに分類し歩行量の増加量を分析した。その結果図６の 

ようになり次のことが明らかになった。 

１）１日の歩行量が１万歩以下の被験者に関しては、3,

000歩程度と大きな歩行量増加効果が得られた。 

２）10,000歩以上とあらかじめ歩行量の大きい被験者で

は、活動歩行量を増加させることが困難であるという結

果が出た。しかし、移動歩行量に関しては、他のタイプ

の被験者と同様に増加しており、自動車利用時間の削減

といった交通行動の転換に関しては事前の歩行量に関わ

らず効果が得られると考えられる。 

 

（２）健康への意識の違いによる影響 

 ２回目調査でTFP群に実施した健康意識に関するアン

ケート（現在までの病気の有無・現在の健康状態・今後

の健康への不安感・現在の運動状況・運動状況への意

識）と個人属性から数量化Ⅰ類モデルを用いて総歩行量

増加への影響分析を図７のように行った。その結果次の

ことが明らかとなった。 

１）歩行量の増加に最も強い影響を与えている項目は、

年齢である。20、30歳代の被験者に比べ、40歳以上の被

験者の歩行量が増加する傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－６ １回目調査歩行量毎の平均歩行量増加量 図－４ 通勤における代表交通手段割合の変化 

図－３ 移動歩行量増加要因  
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２）現在までの入院経験有りの被験者や、現在の健康状

態をあまりよくないと感じている被験者については歩行

量が増加する傾向にある。つまり、自分の健康に対して

不安を感じている被験者における歩行量増加効果が大き

くなっている。 

３）現在の運動状況の項目から、現状で運動している被

験者は、歩行量増加へとつながりやすい傾向があり、運

動していない被験者は歩行量増加の影響が小さくなって

いる。意識的に運動をしている被験者は、歩行量増加の

ための取り組みを受け入れやすいためだと考えられる。 

 

５．おわりに 

 

 本研究では、健康維持のために一般住民の歩行量増加

を促進するTFP（健康歩行量TFP）を実施した。その結果、

次のようなことが明らかとなった。 

１）健康歩行量TFPでは、１日の歩行量が約30％増加し

ており、行動変容効果が高いことが明らかとなった。今

後のＭＭにおいては、公共的な動機に働きかける以外に、

対象者によっては個人的な健康意識への働きかけを重視

するケースもメニューの一つになるといえる。 

２）歩行量増加要因として、利用交通手段の変容や、私

用目的での外出が増加するという結果が得られた。この

ことから、健康歩行量TFPでは、個人の健康改善効果だ

けではなく、自動車利用時間の削減や買物活動の増加な

どによる街の活性化にも効果があると考えられる。 

３）現状における歩行量の少ない被験者の方が、もとも

と歩行量の多い被験者より歩行量増加効果が大きい傾向

が見られた。なお、移動歩行量のみに着目すれば、現状

における歩行量に関わらず行動変容効果が得られること

が示された。 

４）現在において健康意識の高い被験者の歩行量はTFP

によって増加しやすい傾向にある。また、現状において

意識的に運動を行っている被験者も、歩行量増加のため

の活動の実行意図形成が容易となる傾向にあった。 

 今後の課題としては、健康歩行量TFP実施による行動

変容効果の継続性について追加調査に基づく確認が必要

である。また、各住宅地の特徴と居住者歩行量の関係を

分析した結果から、居住地の違いにより歩行量に差が生

じることが既に示されている8）本研究で提案したような

TFPと効果的な都市整備を有機的に組み合わせることで、

環境負荷が低く、居住者の健康レベルを維持できるまち

づくりを進めていく必要がある。 

最後になったが、調査データの収集にあたっては、

森友雅彦氏、戸根智弘氏（株式会社福山コンサルタン

ト）の作業協力を得た。また調査実施においては国土交

通省福山河川国道事務所をはじめとする関係各位のご協

力を得た。記して謝意を表する。 
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図－７ 健康意識と総歩行量増加量への影響 

（数量化Ⅰ類モデル分析） 

N=58 重相関係数：0.5103 
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